
避難行動要支援者名簿・個別避難計画

行田市 加須市 羽生市 久喜市 蓮田市 幸手市 白岡市 宮代町 杉戸町

福祉課 地域福祉課 社会福祉課 社会福祉課

危機管理課（とりまとめ）
福祉課（障害者情報）

子ども支援課（障害児情報）
長寿支援課（介護認定情報）

在宅医療介護課（高齢者ひとり暮らし情報）

危機管理防災課（取りまとめ）
社会福祉課（障害者情報）
介護福祉課（介護認定情報）

福祉課 健康介護課 危機管理課

・主担当職員（事務職１名）
・自治協力団体、民生委員に
よる制度説明、登録勧奨

３人　一般事務職 ２人　一般事務職 ２名、事務

加須保健所からの情報提供
及び避難行動要支援者のう
ち平常時からの情報提供に
同意した方、いわゆる災害時
用要援護者名簿に「その他」
の欄に記載した方がいた場
合は把握している。

申請者の申し出により把握 幸手保健所からの情報提供
により把握している。
※令和４年度から行ってい
る。

難病については、ご本人からの
申し出がない限り把握が困難な
状態。必要に応じて、保健所へ
対象者に関する情報の提供を
お願いすることを検討。

保健所からの情報提供及び
本人からの申出により把握。

幸手保健所からの患者情報
提供による。
〈Ｈ30年度から〉

幸手保健所からの情報提供
による。

町から幸手保健所に情報提
供を依頼し、回答による把
握、または、本人からの申出
により把握

災害時３，５６３人
平常時２，０７５人
（R5.1.1現在）

１６，１２３人
（Ｒ４．９月末現在）

５，１７６人
（R4.4現在）

３６，３６２人
（Ｒ4.10.1現在）

２，５０８人
（R4.12.8現在）

５，０７８人
（R4.4.1現在）

５，５８０人
（R４.11月末現在） ９２８人

災害時　３，０２１名
平常時　２，３２９名
（Ｒ４．１２月末現在）

難病患者３３人 難病患者１３人 うち難病患者　２０人

災害時１７，５２１人
平常時　６，９８６人
（R5.12.15現在）

５，７８６人
（R5.9現在）

３７，３１８人
（Ｒ5.10.1現在）

２，２５５人
（R5.12.1現在）

７，１００人
（R5.12.1現在）

５，８５０人
（R５.11月末現在）

８０６人
（R5.4.1現在）

災害時　５，６１７名
平常時　３，０８６名
（Ｒ５．１２月末現在）

災害時　難病患者２１人
平常時　　　　　　６人

難病患者３４人 うち難病患者　２５人

年1回更新。障害者及び要介
護の新規対象者へ、郵送によ
り確認。高齢者のみ世帯及
び、独居高齢者宅へ民生委
員が戸別訪問し確認。

避難行動要支援者名簿は、
高齢者福祉課、障がい者福
祉課所管の高齢者情報、要
介護情報、障がい者手帳情
報各システムと連携し、随時
更新している。

通常、年に１度、高齢者関係調
査、要介護認定（3.4.5）を受けて
いる方、障害者手帳の交付を受
けている方の新規対象者へ郵送
により確認、更新している。
「Ｒ4.3には、全体の調査を実施し
た。」

関係所属所が保有する各種
情報を要援護者見守り支援
台帳登録システムに取り込
み、更新を行っている。
※年２回更新（４月、１０月）

関係課がそれぞれ業務におい
て、名簿を回収し、随時システ
ムに入力、更新を行っている。

住民情報と障害者手帳交付
情報、介護認定情報等を突
合させ、更新している。

毎月月末時点の住民情報及
び対象者（要介護者、障害
者）の情報をシステムへ反映
させている。 年１回更新

年１回　新規対象者に郵送
し、周知。
その後、随時更新。

　個別避難計画について、平
常時からの名簿情報提供に
同意を頂いている要支援者
の一部（ハザードマップによる
危険度が比較的高い地区の
方）に様式等を送付し、作成
を促す予定。

名簿に関しては、変更なし - 変更なし

実行性のある個別避難計画作
成のため、避難支援関係者へ、
訪問の際に聞き取り等の協力を
いただく予定。 特になし 特になし

なし

特になし

変更なし

災害時の行動は、各自が前もっ
てかかりつけ医などと相談し、自
宅での垂直避難や避難所はもち
ろん、それ以外の避難先を考え
ておく必要があると思われる。
（マイタイムラインの活用）
ただ、支援者についても、避難の
円滑化や避難行動への支援の
可能性を高めるためにも、日頃
から顔の見える関係づくりがとて
も重要と説明（民生委員へ説
明）。

変更なし

地域防災計画を令和4年3月に改定
し、「情報提供の同意を得られた避
難行動要支援者のうち、市が作成
した洪水ハザードマップで危険な区
域に住む者を個別避難計画作成の
優先度の高い方として、改正法施
行後からおおむね5年程度を作成
目標期間とする」旨を明記した。令
和4年度より、同意を得られた全て
の方を対象として、地域の支援者の
協力を得ながら、計画の新規作成・
更新を進めている。

民生委員に対し、要支援者名
簿（平常時の情報提供に同意
した方のみ）を提供。

特になし

町から提供された避難行動
要支援者名簿の方に対し、自
主防災組織等は訪問等によ
り個別避難計画の作成を行
います。

避難支援等関係者に対し、年
１回要支援者名簿（平常時の
情報提供に同意した方のみ）
の提供を実施。

行田市 加須市 羽生市 久喜市 蓮田市 幸手市 白岡市 宮代町 杉戸町

福祉課
（社会福祉協議会）

地域福祉課 社会福祉課 社会福祉課
危機管理課・福祉課・子ども支援
長寿支援課・在宅医療介護課

危機管理防災課
社会福祉課
介護福祉課

福祉課 健康介護課 危機管理課

・主担当職員（事務職１名）
・自治協力団体、民生委員に
よる制度説明、登録勧奨

３人　一般事務職
健康介護課、福祉課、町民生
活課が連携して作成してい

る。
２名、事務

作成している 作成している 作成している 作成済 作成している 作成している 作成済 作成している 作成している

作成済数３人 作成数７，１５４人　 １，１６９人
作成済　２，８９５人
(R4.10.1現在)

作成数　４３８人(R4.12.8現在) ３，０５０人 作成数　１，４６７人 ８４人 作成数　１，７９４人

作成している 作成済 作成している 作成している 作成済 作成している 作成している

作成数６，９８６人　
作成済　２，６８６人
(R5.10.1現在)

作成数　５３２人(R5.12.1現在) ３，２２７人 １，４７５人
１６１人

（R5.12.26現在）
作成数　１，７６７人

R４年
度

R5年
度

現状

令和５年度　埼玉県利根保健医療圏難病対策地域協議会　事前アンケート　市町の取組み　　　

名簿の更新方法

名簿作成担当課

難病患者の
把握方法

名簿登録者
数

作成に関わる体制
（職員数、職種等）

Ｒ３年５月の法改正を
受けての変更点や改
善点

作成に関わる体制
（職員数、職種等）

計画作成担当課

個別避難計画
の作成

R４年
度

R5年
度

資料５





難病患者の個別避難計画の作成を進めるうえでの課題

行田市 加須市 羽生市 久喜市 蓮田市 幸手市 白岡市 宮代町 杉戸町

難病の方が避難時に携帯し
なければならない人工呼吸器
等の機材の運搬のための避
難支援を行う方の負担と、難
病の方への留意事項を踏ま
えて個別避難計画要領策定
にあたっていきたい。

難病患者は、人工呼吸器等
の医療機器や投薬などの医
療支援を必要とする場合が多
いため、事前に家族や主治
医、関係者の方々と相談して
いただくとともに、避難援助者
等との日ごろからの信頼関係
が大切であることから、地域
による支援体制の構築を推
進する必要がある。

人工呼吸器やバッテリーなど
避難時や避難場所で配慮す
るべきことがあり、困難でもあ
る。また、医療的ケアが必要
であれば関係機関等の調整
がとても重要と考えられる。

より実効性の高い個別避難
計画作成のため、個別避難
計画作成方針を検討中。

対象となる難病者全員の把握
が困難。また、災害時の支援に
ついては、福祉避難所を３か所
設定しているが、十分な資機材
の整備や支援体制は確立でき
ていない。福祉施設との災害時
応援協定を締結し、避難所の確
保をするなど検討していく。ま
た、平時より難病者を支援して
いる医療機関やサービス事業
所等と連携していくことが必要
だと考えられる。

医療的なケアが必要な方に
対して資材の確保や必要な
支援の提供が課題であると考
える。

提供を受けているのは災害
発生時の避難行動において
配慮を要する者のため、難病
者全員を把握していない。

幸手保健所から難病患者の
情報提供を受けている。難病
患者が避難行動要支援者名
簿に登録する町への申出が
必要である。

避難支援等関係者に対し、年
１回要支援者名簿（平常時の
情報提供に同意した方のみ）
の提供を実施しているが、避
難支援者を選出するのは、難
しい状況である。

災害時要援護者名簿に登載
された方のうち、真に支援が
必要な方の直接避難につい
て検討中

人工呼吸器等のバッテリー
は、避難時や避難場所で配
慮するべきことであるが、確
保するのには困難な場合が
ある。また、医療的ケアでも電
源確保が必要であり、関係機
関等の調整がとても重要と考
えられる。

個別避難計画作成方針を定
め、現在、要援護者見守り支
援事業に登録している方で、
浸水等の危険度が高い地域
から、より実行性の高い個別
支援計画の作成について、民
生委員に協力依頼をしたとこ
ろである。

令和4年度より自治会協力のも
と、名簿及び個別避難計画の更
新を年に1回実施しているが、避
難支援者の選出が難しく、実効
性のある計画の作成ができてい
ない。

支援体制の構築に向けて検
討中。

制度の周知方法や個別避難
計画の内容を検討している。

引き続き対象者の個別避難
計画の作成に取り組む。

Ｒ５年度の経過と現
状

Ｒ４年度の内容


